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第12回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第12回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニュー内のプルダウンより「第12回定時株主総会」を
選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「Globee」又は「コー
ド」に当社証券コード「5575」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択
して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等又は書面（郵送）によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年８月26日（水曜日）
午後５時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
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１．日 時 2026年８月27日（木曜日）午後２時（受付開始　午後１時30分）
２．場 所 東京都港区芝浦3-1-21

msb　Tamachi　田町ステーションタワーS 4階
TKPガーデンシティPREMIUM田町

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第12期（2025年６月１日から2026年５月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項
第1号議案 定款一部変更の件
第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）２名選任の件
第3号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第4号議案 監査等委員である取締役の報酬額改定の件

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返
送ください。
［インターネット等による議決権行使の場合］
　４頁に記載の「議決権行使についてのご案内」及び５頁に記載の「インターネット等による議決権
行使のご案内」をご参照のうえ、上記の行使期限までに議案に対する賛否をご入力ください。

敬　具
記
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４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表

示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
(2) 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株

主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので
ご了承ください。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し
あげます。議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネット等で
議決権を行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次頁の案内に従って、議案に対する
賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年８月27日（木曜日）
午後２時

（受付開始：午後１時30分）

2026年８月26日（水曜日）
午後５時入力完了分まで

2026年８月26日（水曜日）
午後５時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・４号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２・３号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者に
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

・インターネット等及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとし
てお取り扱いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使ウェブサイトにログインすることができま
す。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネット等による議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９:00～21:00）
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(2025年6月 1 日から
2026年5月31日まで )
事　 業　 報　 告

１. 会社の現況
(1) 事業の経過及び成果

　当社の事業を取り巻く環境は、当期において概ね良好であると認識しております。
　教育のデジタル化は海外で先行しており、日本国内は遅れをとっている状況であります。
OECDによる各国の教育現場に関する調査結果（注１）によると2018年時点では、「１週間
のうち、教室の授業でデジタル機器を利用する割合」がOECD平均値は43.0％であるのに対
し、日本は13.6％に留まっておりました。しかしながら2019年に政府より発表されたGIGA
スクール構想の下、生徒１人１台の端末普及が目指されており、新型コロナウイルスの影響も
相まって学校現場での端末普及が進み、日本国内でもデジタル化が加速しつつあります。児童
生徒１人当たりの学習者用コンピュータ台数（注２）は、2020年３月時点の0.2台から2025
年３月時点の1.1台までは普及が進んでいると文部科学省より発表されております。教育現場
でのデジタル化は海外で先行するなか、国内マーケットはまだ発展途上であり、大きな拡大余
地があると考えております。
　また、当社のサービスは主にスマートフォン・タブレット向けのアプリであり、有料プラン
を中心とするユーザーによる課金により収益を獲得しております。世界のアプリ市場は拡大を
続けており、ユーザーの日常生活へのモバイル及びアプリの浸透は顕著であります。近年では
学習においてもアプリを利用するというユーザーの行動が当たり前になりつつあります。ま
た、アプリに対して課金して使用するという行動が全世界的に浸透してきており、アプリへの
課金金額（消費支出額）（注３）は年々増加しております。従来はゲームアプリへの課金が多
く占めておりましたが、特に近年ではゲーム以外のアプリへの課金が増えていることが特徴的
な傾向であります。
　このような環境の下、「abceed」のサービス改善、コンテンツの拡充と販売拡大に注力
し、一般ユーザー、法人等の有料会員数の獲得を図ってまいりました。当事業年度末におい
て、有料会員数は15.0万人となっており、前事業年度末時点の11.7万人から伸長しておりま
す。当事業年度中には、その中心となる一般ユーザー向けのProプランの半額キャンペーンの
実施等により多くの新規有料会員数を獲得したことが寄与したほか、企業向けの販売も比較的
好調に推移いたしました。
　新規コンテンツの追加やユーザビリティの向上に資する機能改善や品質の向上にも引き続き
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注力しております。機能開発面では、AIを活用した学習支援の強化を推進し、2025年６月に
映画・ドラマ・アニメの語注や解説を自動化しユーザーの質問にも対応する「AI語注・解説・
質問機能」をリリースしたほか、10月にはユーザーの学習習慣維持を支援する「連続記録フ
リーズ機能」を導入いたしました。
　コンテンツ面では、映画・ドラマ・アニメを含む幅広いジャンルの拡充を継続しておりま
す。株式会社毎日放送の人気アニメ「ダンダダン」の英語吹替え版の配信のほか、2025年12
月よりギャガ株式会社が配給する映画作品をラインナップに追加いたしました。2026年２月
にはプレゼンテーションコンテンツ「TED Talks」の無料配信を開始し、さらに新たなライン
ナップとして、2026年６月より日本アニメーション株式会社が制作する『ちびまる子ちゃ
ん』（英語吹替え版）計12話の配信を開始しております。教材分野においても、著名著者で
あるTEX加藤氏による最新のTOEIC®傾向を反映したabceedオリジナル教材のリリースに加
え、「大学入学共通テスト」の英語対策に特化した「abceed オリジナル 大学入学共通テス
ト 過去問題集〈英語〉」の提供を開始いたしました。さらに、アウトプット型英会話コミュ
ニティ「TED TALKS 英会話」の提供開始や、英語系インフルエンサーが登壇する特別ライブ
講義の実施など、多角的なコンテンツ力強化に努めております。
　法人向けについては、営業人員の拡充と体制強化を継続したことが奏功し、導入法人数は当
事業年度末時点で累計690件まで伸長しております。学校向けには、AIを活用した英作文添
削、音読採点、スピーキング添削、及びAI英会話といった多面的な新機能プランの導入を進
め、中長期的な顧客開拓に向けた取り組みを推進いたしました。
　このような状況のなか、当事業年度の売上高は2,045,895千円（前事業年度比24.9％
増）、営業利益は442,210千円（同7.5％増）、経常利益は447,849千円（同9.7％増）、当
期純利益は318,021千円（同12.9％増）となりました。

（注１）OECD「生徒の学習到達度調査2018年調査（PISA2018）」より当社集計
（注２）文部科学省「令和６年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」を参

照。「学習者用コンピュータ」は児童生徒が使用するために配備されたものをいい、
タブレット型コンピュータ（平板状の外形を備え、タッチパネル式などの表示、入力
部を持ったコンピュータ）のほか、コンピュータ教室等に整備されているコンピュー
タを含む。

（注３）data.ai（旧App Annie）「モバイル市場年鑑2026年」のデータを参照
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(2) 設備投資の状況
　当社が当事業年度に実施した設備投資等の総額は、192,965千円（ソフトウエア仮勘定含
む）であります。その主な内容は、ソフトウエア開発、役職員への貸与用PC端末でありま
す。

(3) 資金調達についての状況
　当事業年度において重要な資金調達はありません。
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区 分 第 ９ 期
(2023年５月期)

第 10 期
(2024年５月期)

第 11 期
(2025年５月期)

第 12 期
(当事業年度)

(2026年５月期)

売 上 高 (千円) 947,668 1,288,764 1,637,523 2,045,895

経 常 利 益 (千円) 241,772 320,164 408,188 447,849

当 期 純 利 益 (千円) 172,479 226,826 281,636 318,021

１株当たり当期純利益 (円) 35.30 45.43 55.62 62.77

総 資 産 (千円) 1,036,302 1,726,197 2,243,652 2,580,075

純 資 産 (千円) 272,653 616,892 901,925 1,087,441

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 55.80 123.42 177.96 220.83

(4) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

(5) 重要な親会社及び子会社の状況
該当事項はありません。
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(6) 対処すべき課題
①サービス・プロダクト開発の強化
　収益の柱となる有料会員や導入法人数の拡大のためには、機能開発・ユーザビリティ追求のた
めの取組みを強化していくことが重要だと考えております。教材・教科書のほか解説・講義動
画、映画・ドラマ・アニメ等のエンターテイメントコンテンツなどの幅広いコンテンツに対応す
るために、出版社との連携、新領域のライセンス獲得活動及び社内のコンテンツ開発体制の強化
を図ってまいります。
②販売・マーケティング体制の強化
　国内での更なるユーザー数の拡大や有料会員数、導入法人数の拡大のため、積極的なマーケテ
ィング及びブランディング、営業体制を構築することが重要だと考えております。
③優秀な人材の確保
　ミッションに共感して当社の事業成長に寄与する優秀な人材を確保することが、サービス・プ
ロダクト開発の強化、販売・マーケティング体制の強化その他の事業運営にとって重要だと考え
ております。積極的な採用活動、採用力の強化に加え、社内の適切な人事制度などの確保に注力
してまいります。
④安定的な収益基盤の強化
　当社は、今後の持続的な成長を実現するためには、安定的な収益基盤の確保及び強化が必要で
あると考えております。そのために必要なサービス・プロダクト開発、販売体制の強化、人材の
獲得をしていくために、有料会員を中心とした売上の維持、拡大で、安定的に資金獲得を持続で
きる収益基盤を強化してまいります。

(7) 主要な事業内容（2026年5月31日現在）
　当社は、「個人の可能性を最大化する」という企業理念のもと、「学習量×効率を最大化す
る」ことをミッションとしてAI学習プラットフォームの企画・開発・運営を行っております。
　 当 社 は 主 に 、 ス マ ー ト フ ォ ン 向 け ア プ リ 及 び ウ ェ ブ 上 で 利 用 で き るAI英 語 教 材
「abceed（エービーシード）」の企画・開発・運営を行っております。当社の提供するサー
ビスは、教育主要４分野と呼ばれる「学習ツール」、「教材」、「テスト」、「スクール」を
デジタル化し、融合させた英語学習におけるAI学習プラットフォームを構築しております。単
語学習、問題演習、シャドーイング（英語を聞きながら発音する練習法）、ディクテーション
（英語を聞きながら書き取りする練習法）、辞書など様々な学習機能、蓄積された学習データ
に基づくAIレコメンド、学習管理者向けの管理機能など学習者及び利用者にとって最適なユー
ザビリティを追求した「学習ツール」に、幅広いジャンルの学習教材を豊富に取り揃えた「教
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材」のプラットフォームを形成し、オンライン模試といった「テスト」の機能も搭載しており
ます。加えて、厳選されたプロのコーチによる解説動画など、「スクール」の要素を
「abceed」に融合したコンテンツも利用することができ、さらに「abceed」を活用して、
AIが個人の具体的な弱点を可視化するとともに、「いま必要な、本当に有効な学習」を抽出
し、問題を作成することができるような、個別最適化されたカリキュラムで行うTOEIC®対策
のコーチングサービスである「ABCEED ENGLISH」も提供しております。
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本社 東京都港区東麻布一丁目７番３号 第二渡邊ビル４階

(8) 主要な営業所（2026年５月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

49名 1名増 37.2歳 2.8年

(9) 使用人の状況（2026年５月31日現在）

（注）当社の事業は、教育サービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略し
ております。

借入先 借入額

株式会社三井住友銀行 30,000千円

株式会社三菱UFJ銀行 19,467

株式会社りそな銀行 8,360

(10) 主要な借入先の状況（2026年５月31日現在）
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(1) 発行可能株式総数 19,544,000株
(2) 発行済株式の総数 5,116,869株
(3) 株主数 1,655名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

幾 嶋 研 三 郎 3,234,800株 65.6%

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 300,000 6.0

上 赤 一 馬 194,500 3.9

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 167,046 3.3

株 式 会 社 と し す み 96,000 1.9
ＢＢＨ ＬＵＸ／ＢＲＯＷＮ ＢＲＯＴＨＥＲＳ 
ＨＡＲＲＩＭＡＮ （ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ） 
ＳＣＡ ＣＵＳＴＯＤＩＡＮ ＦＯＲ ＳＭＤ－
ＡＭ ＦＵＮＤＳ － ＤＳＢＩ ＪＡＰＡＮ ＥＱ
ＵＩＴＹ ＳＭＡＬＬ ＣＡＰ ＡＢＳＯＬＵＴ
Ｅ  Ｖ Ａ Ｌ Ｕ Ｅ

49,500 1.0

ＲＥ ＦＵＮＤ １０７－ＣＬＩＥＮＴ ＡＣ 36,800 0.7

指 田 恭 平 32,572 0.6

楽 天 証 券 株 式 会 社 29,000 0.5
ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩＮＥＥＳ ＬＩＭ
ＩＴＥＤ ＯＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ （Ｃ
Ａ Ｓ Ｈ Ｐ Ｂ ）

26,500 0.5

２. 株式に関する事項（2026年５月31日現在）

(4) 上位10名の株主

（注）持株比率は自己株式（192,500株）を控除して計算しております。
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第4回新株予約権
発行決議日 2022年８月25日

新株予約権の数 21,100個
新株予約権の目的となる株式の種類
と数

普通株式21,100株
(新株予約権１個につき１株)

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない
新株予約権の行使に際して出資され
る財産の価額

新株予約権１個当たり　250円
(１株当たり250円)

権利行使期間 2024年８月26日から2032年８月25日まで
行使の条件 (注)

役員の保有状況

取締役
（監査等委員及
び社外取締役を
除く）

新株予約権の数　6,515個
目的となる株式数　6,515株
保有者数　1名

社外取締役
（監査等委員を
除く）

－

取締役
（監査等委員） －

３. 新株予約権等の状況
　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権
の状況

（注）第4回新株予約権の行使条件は以下の通りであります。
① 新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、執行役

員、従業員の地位又はこれに準じた地位を有していなければならない。
② 新株予約権の行使は、当社普通株式に係る株式がいずれかの金融商品取引所に上

場することを条件とする。
③ 新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めな

いものとする。
④ 新株予約権の行使にあたっては、以下の区分に従って、割当てられた権利の一部

又は全部を行使することができる。
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　(ⅰ)上場日以降、割当てられた権利の３分の１について行使することができる。
　(ⅱ)上場日から２年が経過する日以降、割当てられた権利の３分の２について行使

することができる。
　(ⅲ)上場日から３年が経過する日以降、割当てられた権利のすべてについて行使す

ることができる。
　(ⅳ)上記各期間における行使可能な権利の累計数は、当該期間以前の期間に既に行

使した部分を含むものとする。
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氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

幾嶋　研三郎 代表取締役社長 －

上赤　一馬 取締役CTO －

指田　恭平 取締役CFO －

中村　孝男 取締役
（常勤監査等委員） －

中山　寿英 取締役
（監査等委員）

株式会社みなとグローバル　代表取締役
かっこ株式会社　取締役（監査等委員）
株式会社シンクロ・フード　監査役
バリュークリエーション株式会社　社外取締役

北村　賢二郎 取締役
（監査等委員） さくら共同法律事務所　弁護士

４. 会社役員の状況
(1) 取締役の状況（2026年５月31日現在）

（注１）取締役（監査等委員） 中村孝男氏、中山寿英氏、北村賢二郎氏は、社外取締役であります。
（注２）取締役（監査等委員） 中村孝男氏は事業会社における管理部門での実務経験や上場会社における監査

役の経験を有するものであります。また、当社は、監査等委員の監査、監督機能を強化し、日常的な情
報収集及び重要な社内会議への出席による情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携
を可能にするため、中村孝男氏を常勤の監査等委員として選定しております。
取締役（監査等委員） 中山寿英氏は税理士及び公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有するものであります。
取締役（監査等委員） 北村賢二郎氏は弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有
するものであります。

（注３）当社は、取締役（監査等委員） 中村孝男氏、中山寿英氏、北村賢二郎氏を東京証券取引所の定めに基
づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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区分 支給
人数

報酬等の種類別の額
計

基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役（監査等委員を除く） ３人 42,649千円 － － 42,649千円

（うち社外取締役） (－) （－千円） （－） （－） （－千円）

取締役（監査等委員） ３人 7,999千円 － － 7,999千円

（うち社外取締役） (３) （7,999千円） （－） （－） （7,999千円）

計 ６人 50,649千円 － － 50,649千円

(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役（業務執行取締役等を除く）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法
第423条第１項の責任につき、善意かつ重大な過失がない場合において、法令が定める最低責任
限度額を限度として責任を負担する契約を締結しております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
①被保険者の範囲
　当社のすべての取締役
②保険契約の内容の概要
　被保険者が当社の役員として業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請
求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等を補償するものです。保険料
については全額当社が負担しております。

(4) 取締役の報酬等
①当事業年度に係る役員の報酬等の総額等
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株主総会決議の日 2024年8月29日

概要
取締役（監査等委員を除く）の報酬総額の上限を年額
70,000千円とし、具体的な報酬金額は取締役会に一任す
る。

会社役員の員数 取締役（監査等委員を除く）３人

株主総会決議の日 2024年8月29日

概要 取締役（監査等委員）の報酬総額の上限を年額8,000千円と
する。

会社役員の員数 取締役（監査等委員）３人

決定の方法 2025年8月27日開催の取締役会において代表取締役に一任

委任を受けた者及び地位 代表取締役社長 幾嶋研三郎
委任された権限の内容 各取締役の月額報酬及び役員賞与の金額

委任の理由
当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の職責、業務執行状況
に応じて評価を行うには代表取締役社長が最適であると判断
したため。

決定の方法

株主総会において承認を得た報酬等の上限額の範囲内におい
て、当社の業績、役員個々の功績及び社会情勢等を総合的に
勘案し、社外取締役の関与、助言を受けたうえで決定。
また、取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員を
除く）の個人別の報酬等について、取締役会において代表取
締役に一任する旨を決議しております。監査等委員である取
締役の報酬については、報酬限度額の範囲内において監査等
委員会で協議し決定しております。

②取締役の報酬等に関する株主総会決議に関する事項
・取締役（監査等委員を除く）

・取締役（監査等委員）

③取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

④取締役の個人別の報酬等の内容に係る委任に関する事項
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氏名 地位 出席状況及び発言状況並びに職務の概要

中村孝男 取締役
（監査等委員）

当事業年度に開催された取締役会14回のうち14回、監査等委
員会14回のうち14回に出席いたしました。
取締役会及び監査等委員会では、主に組織運営、コンプライ
アンス等の見地から必要な発言を適宜行っております。

中山寿英 取締役
（監査等委員）

当事業年度に開催された取締役会14回のうち14回、監査等委
員会14回のうち14回に出席いたしました。
取締役会及び監査等委員会では、税理士及び公認会計士とし
ての専門的見地から、必要な発言を適宜行っております。

北村賢二郎 取締役
（監査等委員）

当事業年度に開催された取締役会14回のうち14回、監査等委
員会14回のうち14回に出席いたしました。
取締役会及び監査等委員会では、弁護士としての専門的見地
から、必要な発言を適宜行っております。

(5) 社外役員に関する事項
①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　他の法人等の重要な兼職の状況については、「（１）取締役の状況」に記載の通りでありま
す。いずれも各兼職先と当社との間には特別な関係はありません。

②当事業年度における主な活動状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 15,100千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 15,100

５. 会計監査人の状況
(1) 名称 太陽有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

（注１）当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、
会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積もりの算出根拠などを確
認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項及び第３項の同意を行っており
ます。

（注２）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
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査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の
報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に障害がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査等委員全員の同意に基づき、監査等委員会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査
等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、解任した旨
と解任の理由を報告いたします。

(4) 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
a.取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（ア）コーポレート・ガバナンス
・取締役は、取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議及び社内規程に従い、担
当業務を執行する。
・監査等委員は、「監査等委員会規程」及び「監査等委員会監査基準」に則り、取締役の職務執行の
適正性を監査する。
・取締役会は、社外取締役を含む取締役で構成し、法令、定款及び「取締役会規程」その他の社内規
程等に従い、重要事項を決定するとともに、取締役の職務の執行を監督する。

（イ）コンプライアンス
・「リスク・コンプライアンス規程」に基づき、会社におけるコンプライアンスに関する基本事項を
定め、社内研修等必要な諸活動を推進し、取締役及び使用人の法令遵守意識の定着と運用の徹底を
図る。
・各部門の責任者は、部門固有のコンプライアンス・リスクを認識し、主管部署とともに法令遵守体
制の整備及び推進に努める。

・取締役及び使用人は、市民生活の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会生活の発展を妨げる
反社会的勢力に対しては毅然とした態度で組織的に対応し、反社会的勢力とは取引関係その他一切
の関係を持たない体制を整備する。
・反社会的勢力に対しては、「反社会的勢力対策規程」を定め、通達等において主管部署及び情報収
集、管理、報告方法等を定める他、外部専門機関との連携による情報収集や社内研修の実施を通し
て、事案の発生時に速やかに対処できる体制を構築する。

（ウ）財務報告の適正性確保のための体制整備
・金融商品取引法及び関係法令等が定める評価・監査の基準並びに実施基準に沿った適正な会計処理
を確保し、財務報告の信頼性を向上させるために、代表取締役の指示の下、内部統制の整備及び運
用の体制を構築する。

・取締役は、財務報告とその内部統制に関し、適切に監督監視する責任を理解し、実行する。
・商取引管理及び経理に関する社内規程を整備し、財務報告の適正性を確保するための体制の充実を
図る。
・財務報告に係る内部統制上重点的な対応が必要となる業務を、リスク評価を実施のうえ、文書化
し、その運用を監査する。
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（エ）内部監査
　内部監査担当が、「内部監査規程」に基づき、業務全般に関し、法令、定款及び社内規程の遵守状
況、職務執行の手続き及び内容の妥当性等につき、定期的に内部監査を実施する。

b.　取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制
（ア）機密管理体制の整備
・「文書管理規程」、「秘密保持規程」及び「システム管理規程」に基づき、機密情報の管理並びに
保全に努め、企業機密漏洩の防止及び企業機密の適正な活用を図る。
・取締役会の記録及びその他稟議書等、取締役の職務執行に係る重要な情報を、法令及び社内規程等
の定めるところにより保存し、「文書管理規程」に基づき管理し、取締役は、いつでも、これらを
閲覧することができる。
・会社の重要な情報の適時開示及びその他の開示を所管する部署を設置するとともに、取締役は、開
示すべき情報を迅速かつ網羅的に収集したうえで、法令等に従い適時適切に開示する。

（イ）教育体制の整備
　情報セキュリティの重要性を認識し、高い意識を保持できるよう、必要な教育、研修を社内におい
て実施する。

c.　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（ア）管理体制
　「リスク・コンプライアンス規程」に基づき、会社におけるリスクマネジメントに関して必要な事
項を定めるとともに、社内委員会を設置し、リスクを総括的且つ個別的に管理する。

（イ）報告体制の整備
・取締役は、事業上の重要なリスクに関しては、取締役会等を通じ、関係者に対し、適切に伝達・共
有する。
・取締役は、内部統制に係る重要な欠陥等の情報を、取締役会等を通じ、関係者に対し、適切に伝
達・共有する。
・取締役は、企業外部からの情報についても、適切に利用し、取締役に適切に伝達する。
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d.　取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保する体制
（ア）職務権限・責任及び分掌の明確化
・決裁項目ごとの決裁方法、決裁機関もしくは決裁者を定めた「職務権限規程」を制定する。
・業務の執行が効率的に行われるように、前項の「職務権限規程」と共に「組織規程」において、業
務分掌を定め業務執行を明確にする。

（イ）意思決定の迅速化
　取締役会は、定例だけでなく、必要に応じて開催することにより、重要事項の意思決定及び業務執
行の監督を迅速且つ機動的に行う。

（ウ）報告体制の整備
・取締役は、取締役会等を通じ、取締役に対し積極的に課題等の共有及び報告を行う。
・事業計画を定め、達成すべき目標を明確にし、定期的（月次、四半期、半期、年間）に進捗を確認
し、必要な対策や見直しを行う。

e.　取締役及び使用人による監査等委員会への報告体制
（ア）監査等委員の独立性の確保
　当社では、監査等委員の半数以上は社外取締役とする。

（イ）報告体制の整備
・監査等委員は、取締役会、その他の重要な会議に出席し、また、重要な決裁書類及び関係資料を閲
覧する。代表取締役及び業務執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な会議において、その担
当する業務の執行状況を報告する。
・取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、重大な法令または定款違反及び不正な
行為並びに当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を知ったときは、遅滞なく監査等委員会に報
告する。また、監査等委員会はいつでも必要に応じて取締役及び従業員に対し報告を求めることが
できる。
・使用人は、監査等委員会に対して、当社に著しい損害を及ぼす恐れがある事実等を直接報告するこ
とができる。
・監査等委員会に対して報告を行った取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人に対す
る不利益取扱を禁止する。
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f.　その他監査等委員会の監査が実効的に行われていることを確保する体制
・監査等委員は、内部監査担当と緊密な連係を保つとともに、必要に応じて内部監査担当に調査を求
める。また、監査等委員は会計監査人と定期的に会合を持って意見及び情報の交換を行うととも
に、必要に応じて会計監査人に報告を求める。
・監査等委員は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、会社の顧問弁護士とは別の弁護士その他
の外部専門家を自らの判断で起用することができる。
・監査等委員は、監査等委員会の職務を補助すべき使用人を確保することができ、当該使用人は、当
該補助業務に関し他の業務に優先して対応する。また、当該使用人に対する指揮命令権限は監査等
委員に帰属し、人事考課は、監査等委員会で定めた監査等委員が行い、人事異動及び懲戒処分は、
当該監査等委員の事前承認を必要とする。

・監査等委員がその職務を執行するうえで、会社に対し、会社法第399条の２第４項に基づく費用の
前払等の請求をしたときは、担当部署において確認のうえ、速やかに当該費用または債務を処理す
る。

７. 会社の支配に関する基本方針
　当社は、企業価値の継続的な向上を図るためには、あらゆるステークホルダーから当社に対して
継続的な信頼を得ることが重要であると認識しております。当該認識のもと、企業の健全性、透明
性を高めるために、効率的で合理的な経営体制を可能とする社内統制を構築するとともに、当社の
役職員に対し、法令、社会規範、倫理等について継続的に意識の維持向上を図ることで、コーポレ
ート・ガバナンスの強化に努めてまいります。

８. 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は株主還元を適切に行っていくことが重要であると認識しており、剰余金の配当について
は、内部留保とのバランスを考慮して適切な配当の実施をしていくことを基本方針としておりま
す。しかしながら、現時点では事業も成長段階にあることから内部留保の充実が重要であると考
え、配当を行っておらず、今後の配当実施の可能性及び実施時期については未定であります。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

預 け 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産　

2,081,549

1,360,220

381,628

266,710

72,932

57

498,526

11,938

19,133

14,101

△21,296

425,454

410,024

15,429

61,134

19,980

3,190

37,963　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 1,488,083

買 掛 金 90,006
未 払 金 61,644
未 払 費 用 67,845
契 約 負 債 1,067,561
賞 与 引 当 金 39,167
短 期 借 入 金 30,000
１年内返済予定の長期借入金 27,827
未 払 消 費 税 等 28,243
未 払 法 人 税 等 72,489
そ の 他 3,298

固 定 負 債 4,550
資 産 除 去 債 務 4,550

負 債 合 計 1,492,633
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,087,441
資 本 金 95,519
資 本 剰 余 金 93,519
資 本 準 備 金 93,519

利 益 剰 余 金 1,036,185
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,036,185
繰 越 利 益 剰 余 金 1,036,185

自 己 株 式 △137,782
純 資 産 合 計 1,087,441

資 産 合 計 2,580,075 負 債 純 資 産 合 計 2,580,075

貸　借　対　照　表
（2026年５月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2025年６月  1日から
2026年５月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 2,045,895
売 上 原 価 1,050,977
売 上 総 利 益 994,917
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 552,707
営 業 利 益 442,210
営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,391
為 替 差 益 2,623
雑 収 入 3,011 8,026

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,138
支 払 手 数 料 1,239
雑 損 失 9 2,388

経 常 利 益 447,849
税 引 前 当 期 純 利 益 447,849
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 138,988
法 人 税 等 調 整 額 △9,160 129,828
当 期 純 利 益 318,021

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2025年６月  1日から
2026年５月31日まで)

株 主 資 本

純資産
合　計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　　計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 92,880 90,880 90,880 718,164 718,164 － 901,925 901,925

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 2,639 2,639 2,639 － － － 5,278 5,278

当 期 純 利 益 － － － 318,021 318,021 － 318,021 318,021

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △137,782 △137,782 △137,782

当 期 変 動 額 合 計 2,639 2,639 2,639 318,021 318,021 △137,782 185,516 185,516

当 期 末 残 高 95,519 93,519 93,519 1,036,185 1,036,185 △137,782 1,087,441 1,087,441

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産
　定率法（ただし、2016年4月1日以後に取得した建物附属設備については、定額法）によっております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　建物附属設備 10年
　　工具、器具及び備品 ４〜15年

(2) 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しておりま
す。

２．引当金の計上基準
賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

３．収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する各事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する
通常の時点は以下のとおりであります。

(1）コンテンツ単品販売
　当社「abceed」内で利用できる人気の学習教材単品の販売を行っております。顧客が学習教材を購入し、
「abceed」内で利用できる状態になった時点でサービスの提供が完了したとし、履行義務は充足されるため
その一時点で収益認識しております。

(2）「abceed」有料プラン
　当社「abceed」各機能が利用できる有料プランの販売を行っております。有料プラン利用料金は、顧客が
有料プランのサービスを利用することで、履行義務が充足されると考えられるため、当該契約期間に応じて収
益認識しております。
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株式の種類 当事業年度
期首株式総数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株　式　数

普通株式 5,068,159株 48,710株 －株 5,116,869株

株式の種類 当事業年度
期首株式総数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株　式　数

普通株式 －株 192,500株 －株 192,500株

第３回
新株予約権

第４回
新株予約権

目的となる
株式の種類 普通株式 普通株式

目的となる
株式の数 5,418株 21,100株

新株予約権の残高 5,418個 21,100個

(3）コーチングサービス
　当社は、個別最適化されたカリキュラムで行うTOEIC®対策のコーチングサービスである「ABCEED 
ENGLISH」のサービスを行っております。コーチングサービス利用料金については、契約期間に応じて顧客
がコーチングサービスを受講することで、履行義務が充足されるため、当該契約期間に応じて収益認識してお
ります。

２. 株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

（注）増加数の内訳は次のとおりです。
　新株予約権の行使 48,710株

(2)自己株式に関する事項

(3)新株予約権等に関する事項

(4)配当に関する事項
　該当事項はありません。
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３. 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、未払事業税、未確定債務の否認等であり、繰延税金負債の発
生の主な原因は、資産除去債務に対する除去費用であります。

４. 金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針
　当社は、資金計画に基づき、必要な運転資金を銀行借入により調達しております。一時的な余剰資金につい
ては預金により保有しており、デリバティブ取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債務である買掛金及び未払金等は、
全て１年以内の支払期日であります。
　敷金及び保証金は本社オフィスの賃貸借契約に伴うものであり、差入先の信用リスクに晒されております。
　１年内返済予定の長期借入金は運転資金であり、流動性リスクに晒されております。
　投資有価証券は非上場株式であり、発行会社の信用リスクに晒されております。
　預け金は証券会社に対する資金の預け入れであり、取引先の信用リスクに晒されております。

(3)金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　顧客の信用リスクについては、与信調査を行い、定期的なモニタリングを行うとともに、顧客ごとに期日及
び残高を管理することにより、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　投資有価証券の非上場株式については、定期的に発行会社の財務状況等の把握を行っております。

②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新し、流動性リスクを管理してお
ります。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含
まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ
とにより、当該価額が変動することがあります。
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貸借対照表計上額 時価 差額
長期借入金
（※１年内返済予定の 
長期借入金を含む）

27,827千円 27,790千円 36千円

負債計 27,827千円 27,790千円 36千円

区分 貸借対照表計上額

投資有価証券（※） 19,980千円

２．金融商品の時価等に関する事項
　2026年5月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な
お、市場価格のない株式等は、含まれておりません（（注）２．参照）。また、「現金及び預金」、「売掛
金」、「預け金」、「買掛金」、「未払金」、「未払費用」、「未払法人税等」、「短期借入金」については、
短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。

（注）１．敷金及び保証金については、返還時期が未定であることから、時価の算定が困難であるため記載をし
ておりません。

（注）２．市場価格のない株式等

（※）投資有価証券の内訳は非上場株式等であり、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基
　　　準適用指針第19号　2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。
レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における調整されていない相場価格によって算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)時価で貸借対照表に計上している金融商品
　該当事項はありません。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金
（※１年内返済予定の
長期借入金を含む）

－ 27,790千円 － 27,790千円

合計 － 27,790千円 － 27,790千円

（単位：千円）

教育サービス事業

一時点で移転されるサービス 52,856

一定の期間にわたり移転されるサービス 1,993,039

顧客との契約から生じる収益 2,045,895

外部顧客への売上高 2,045,895

(2)時価をもって貸借対照表価額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
借入契約ごとに分類した当該長期借入金の元利金を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割
り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

５. 収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　売上高はすべて顧客との契約から生じたものであります。また、当社は教育サービス事業の単一セグメン
トであり、財またはサービスの種類別に分解した収益は、以下のとおりであります。

２．収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「１．重要な会計方針に係る事項に関す
る注記　３．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（単位：千円）

当事業年度末残高

顧客との契約から生じた債権 381,628

契約負債 1,067,561

(1) １株当たり純資産額 220円83銭
(2) １株当たり当期純利益 62円77銭

３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の当事業年度の期末残高は以下のとおりであります。

　契約負債は主として履行義務を充足する前に受け取った前受収益に関するものです。契約負債は、収益の
認識に伴い取り崩されます。
　事業年度に認識された収益の額のうち、期首時点で契約負債に含まれていた金額は892,188千円です。過
去の期間に充足した履行義務から当事業年度に認識した収益はありません。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
　個別の契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取
引価格に含まれていない重要な金額はありません。

６. １株当たり情報に関する注記

７. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 島　津　慎一郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上　原　啓　輔

独立監査人の監査報告書
2026年７月22日

株式会社Globee
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社Globeeの2025年６月１日から
2026年５月31日までの第12期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2025年6月1日から2026年5月31日までの第12期事業年度における取締
役の職務の執行について監査致しました。その方法及び結果につき以下の通り報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会
決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、説明を求め、意見を表明する
とともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

① 監査等委員会は、監査等委員会が定めた監査等委員監査の基準に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収
集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役
及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社
の業務の適正並びに妥当性を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100 条第 
1 項及び第 3 項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整
備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。
　財務報告に係る内部統制については、取締役等及び太陽有限責任監査法人から当該内部
統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の執行が適正に行われることを確保するため
の体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(平成
17年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

監査等委員会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表及びその附属明細書)について検討
いたしました。

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③ 取締役の職務の執行は会社の利益に適合し合理的であると認めます。
④ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

３. 後発事象
　重要な後発事象はありません。

常勤監査等委員
(　 社　 外 　) 中 村 　 　 孝 男 ㊞

監 査 等 委 員
(　 社　 外 　) 中 山 　 　 寿 英 ㊞

監 査 等 委 員
(　 社　 外 　) 北 村 　 賢 二 郎 ㊞

2026年７月27日
株 式 会 社 G l o b e e 　 監 査 等 委 員 会

　
以　上
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現行定款 変更案
第17条
取締役（監査等委員である者を除く。）は３
名以上６名以内とする。

第17条
取締役（監査等委員である者を除く。）は２
名以上６名以内とする。

株主総会参考書類

第1号議案 定款一部変更の件
　1．提案の理由
　　当社は、取締役（監査等委員である者を除く。）の員数を現況に合わせることを目的として、取

締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数の下限を、現行の３名から２名に減員するもので
あります。

　２．変更の内容
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候補者
番　号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１

いく

幾
しま

嶋
 

　
あき

研
さぶ

三
ろう

郎
(1991年５月31日)

    2014年    6月 株式会社Globee創業　代表取締役社長
（現任）

    2015年    4月 ソフトバンク株式会社入社
    2017年    1月 同社退社

3,234,800株

【取締役候補者とした理由】
　当社創業以来、代表取締役社長として当社の成長を牽引してきました。企業経営を通じて培った高
い見識を有し、業界の動向にも精通していることから、引き続き選任をお願いするものであります。

２

かみ

上
あか

赤
 

　
かず

一
ま

馬
(1990年４月20日)

    2015年    4月 ソフトバンク株式会社入社
    2017年    8月 当社入社　取締役兼CTO（現任） 194,500株

【取締役候補者とした理由】
　2017年８月以来、取締役CTOとして当社の成長を牽引してきました。企業経営を通じて培った高
い見識を有し、業界の動向にも精通していることから、引き続き選任をお願いするものであります。

第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）２名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く）３名全員は、本総会の終結の時をもって任期満了となり
ます。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く）２名の選任をお願いいたしたいと存
じます。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会は取締役候補者について適任であると判断しておりま
す。
　取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して

おり、当社取締役を含む被保険者の損害を当該保険契約によって填補することとしております。当契
約の概要は、事業報告「４．会社役員の状況　(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要」に記載の
とおりであります。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となりま
す。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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候補者
番　号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１

なかむら

中村　
た か お

孝男
(1953年７月19日)

    1978年    4月 日本生命保険相互会社入社
    2007年    4月 株式会社アルバック入社
    2007年    9月 同社及び子会社の監査役就任
    2008年    9月 同社監査役辞任、取締役就任
    2012年    9月 同社取締役辞任、執行役員就任
    2013年    9月 同社経理部長兼財務部長就任
    2015年    9月 同社常務執行役員就任
    2016年    8月 株式会社保険のビュッフェ監査役就任
    2018年    1月 株式会社ＦＰパートナー監査役就任
    2018年    11月 プライム・ストラテジー株式会社監査役

就任
    2020年    2月 同社取締役就任
    2020年    11月 同社執行役員就任（2021年３月退社）
    2021年    6月 当社常勤監査役就任
    2024年    8月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

1,400株

【監査等委員である取締役候補者とした理由】
　事業会社における管理部門での実務経験や上場会社における監査役の経験を有し、一層のコーポレ
ートガバナンス強化が期待できる人材と判断したことから、選任をお願いするものであります。

第3号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　監査等委員である取締役３名全員は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つきまして
は、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
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候補者
番　号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

２

なかやま

中山　
とし

寿
ひで

英
(1969年２月７日)

    1991年    10月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人
トーマツ）入所

    1996年    4月 日本証券業協会出向
    1997年    9月 公認会計士登録
    2000年    1月 ＰｗＣコンサルティング株式会社（現日

本アイ・ビー・エム株式会社）入社
    2002年    9月 Ｅｒｎｓｔ＆Ｙｏｕｎｇ Ｍａｌａｙｓ

ｉａ入社
    2005年    11月 グローバル・ブレイン入社
    2009年    1月 株式会社みなとグローバル設立　代表取

締役（現任）
    2010年    2月 中山寿英会計事務所設立　所長（現任）
    2010年    6月 税理士登録
    2013年    6月 株式会社エスクリ　監査役
    2013年    7月 かっこ株式会社　監査役
    2015年    3月 かっこ株式会社　社外取締役
    2015年    6月 ファイブスター投信投資顧問株式会社　

監査役
    2015年    7月 かっこ株式会社　取締役（監査等委員）

（現任）
    2016年    1月 株式会社シンクロ・フード　監査役（現

任）
    2020年    12月 当社監査役就任
    2021年    5月 バリュークリエーション株式会社　社外

取締役（現任）
    2024年    8月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
    2025年    6月 ファイブスター投信投資顧問株式会社　

社外取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
　株式会社みなとグローバル　代表取締役
　かっこ株式会社　取締役（監査等委員）
　株式会社シンクロ・フード　監査役
　バリュークリエーション株式会社　社外取締役

－

【監査等委員である取締役候補者とした理由】
　税理士及び公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもので
あり、一層のコーポレートガバナンス強化が期待できる人材と判断したことから、選任をお願いする
ものであります。
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候補者
番　号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３

きたむら

北村　
け ん じ ろ う

賢二郎
(1979年８月14日)

    2006年    2月 ＳＢＩモーゲージ株式会社入社
    2015年    12月 弁護士登録
    2015年    12月 古島法律会計事務所入所
    2016年    11月 ＯｐｅｎＳｔｒｅｅｔ株式会社入社
    2016年    12月 北村法律事務所開所
    2020年    6月 さくら共同法律事務所入所
    2021年    6月 当社監査役就任
    2024年    8月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
    2026年    1月 ソーシング・ブラザーズ株式会社監査役

就任
（重要な兼職の状況）
　さくら共同法律事務所　弁護士

－

【取締役候補者とした理由】
　弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有するものであり、一層のコーポレー 
トガバナンス強化が期待できる人材と判断したことから、選任をお願いするものであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　２. 中村孝男氏、中山寿英氏、北村賢二郎氏は、監査等委員である社外取締役候補者であります。
　　　３. 当社は、中村孝男氏、中山寿英氏、北村賢二郎氏と、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法 

第423条第１項の責任につき、善意かつ重大な過失がない場合において、法令が定める最低責任限度 
額を限度として責任を負担する契約を締結しております。

　　　４. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して 
おり、当社取締役を含む被保険者の損害を当該保険契約によって填補することとしております。当契 
約の概要は、事業報告「４．会社役員の状況　(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要」に記載の 
とおりであります。各候補者が監査等委員である取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の 
被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しておりま 
す。

　　　５. 当社は、中村孝男氏、中山寿英氏、北村賢二郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届 
け出ており、各氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

－ 42 －



第4号議案　監査等委員である取締役の報酬額改定の件
　当社の監査等委員である取締役の報酬額は、2024年８月29日開催の第10回定時株主総会におい
て年額8,000千円以内とご決議いただき今日に至っておりますが、経済情勢等諸般の事情も考慮し
て、監査等委員である取締役の報酬額を年額8,000千円以内から9,000千円以内とさせていただきた
いと存じます。

以上
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会場：東京都港区芝浦3-1-21
msb Tamachi 田町ステーションタワーS 4階
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